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１．平成17年９月中間期の連結業績（ 平成17年４月１日 ～ 平成17年９月30日）
(1）連結経営成績 （注）金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月中間期 186,267 △6.8 8,953 △33.2 6,732 △27.0

16年9月中間期 199,785 6.3 13,403 △0.9 9,223 12.2

17年3月期 390,044 18,908 11,511

中間(当期)純利益
１株当たり中間

(当期)純利益

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年9月中間期 119,575 ― 4,255 54 2,284 77 

16年9月中間期 △16,400 ― △81 37 ―  

17年3月期 △203,332 △997 31 ―  

（注）①持分法投資損益 17年9月中間期 △58百万円 16年9月中間期 55百万円 17年3月期 △2,177百万円

②期中平均株式数 (連結) 17年9月中間期 28,098,879株 16年9月中間期 208,243,864株 17年3月期 204,973,939株

③会計処理の方法の変更 無

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）連結財政状態  （注）金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年9月中間期 258,582 18,958 7.3 △755 27

16年9月中間期 485,712 15,028 3.1 △581 22

17年3月期 263,415 △162,420 △61.7 △1,551 42

（注)期末発行済普通株式数（連結） 17年9月中間期 37,127,548株 16年9月中間期 209,220,560株 17年3月期 193,109,986株

　　　　　　Ａ種優先株式数 17年9月中間期 ― 16年9月中間期 58,333,000株 17年3月期 58,333,000株

　　　　　　Ｂ種優先株式数 17年9月中間期 44,999,280株 16年9月中間期 166,664,000株 17年3月期 166,664,000株

　　　　　　Ｃ種優先株式数 17年9月中間期 3,333,333株 16年9月中間期 ― 17年3月期 ―

(3）連結キャッシュ・フローの状況  （注）金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年9月中間期 13,552 11,589 △7,674 73,519

16年9月中間期 16,108 △2,352 △10,985 46,044

17年3月期 16,382 12,810 △16,063 55,937

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 49社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 1社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規） 1社 （除外） 8社 持分法（新規） －社 （除外） 1社

２．平成18年３月期の連結業績予想（ 平成17年４月１日 ～ 平成18年３月31日）  

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通　期 387,000 15,300 125,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）3,380円24銭

※　上記の連結業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績は、今後の

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記連結予想に関する事項は、添付資料の「通期の見通し」９頁をご参照下さい。
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「１．17年９月中間期の連結業績」指標算式     

 ○１株当たり中間（当期）純利益    

  普通株式に係る中間（当期）純利益    

  普通株式の期中平均株式数（連結）    

     

 ○潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益    

  普通株式に係る中間（当期）純利益＋中間（当期）純利益調整額

  普通株式の期中平均株式数（連結）＋潜在株式に係る権利の行使を仮定した普通株式増加数

     

 ○１株当たり株主資本    

  普通株式に係る中間期末の株主資本の額   

  中間期末の普通株式の発行済株式数（連結）  

       

       

「２．18年３月期の連結業績予想」指標算式     

 ○１株当たり予想当期純利益（通期）    

  普通株式に係る予想当期純利益   

  期末発行済普通株式数（連結）（当中間期末）   
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１．企業集団の状況

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社49社及び持分法適用関連会社１社により構成されて

おり、工業化住宅の施工・販売、宅地の造成・販売、増改築・リフォーム工事を中心とした住宅関連事業を行っており

ます。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

１．事業系統図

 

コア事業との関連性の薄いノンコア事業 

◎ みちのく開発㈱ 

◎ 瀬戸内リゾート㈱ 

ほか関係会社8社 

その他 

ミ サ ワ ホ ー ム ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 

グループ経営企画・管理 

住宅資材の調達・供給 

住宅部材・建材の製造・販売 

 

◎ ㈱ミサワテクノ 

◎ Misawa Homes of Finland Oy 

ほか関係会社1社 

住宅部材の調達・生産 

 企画・管理 

工業化住宅の設計・施工 

 の企画・管理 

工業化住宅の販売企画･管理 

住宅関連の研究･開発･調査 

住宅部材の購入 

生産・物流 

住宅資材及び 

 建材の供給 

◎
ミ 

サ 

ワ 

ホ 

ー 

ム 

株 

式 

会 

社 

住宅関連の研究・開発・調査 

 

◎ ㈱ミサワホーム総合研究所 

研究・開発・調査 

※ 複数の事業を行っている会社は重複して記載しているため、各事業の会社数は、延数で記載しております。 

   ◎連結子会社       ○持分法適用関連会社 

研究・開発 
  ・調査委託 

工業化住宅の施工・販売 

増改築・リフォーム工事 

宅地の販売 

 

◎ ミサワホーム北海道㈱ 

◎ ミサワホーム北日本㈱ 

○ 東北ミサワホーム㈱ 

◎ ㈱ミサワホーム福島 

◎ ミサワホーム信越㈱ 

◎ ミサワホーム東関東㈱ 

◎ ミサワホーム西関東㈱ 

◎ ミサワホーム東京㈱ 

◎ ㈱ミサワホーム静岡 

◎ ミサワホーム東海㈱ 

◎ ミサワホーム近畿㈱ 

◎ ミサワホームサンイン㈱ 

◎ ミサワホーム中国㈱ 

◎ ミサワホーム九州㈱ 

◎ ㈱ミサワホーム宮崎 

◎ ミサワホームセラミック㈱ 

ほか関係会社17社 

 

アパート等の賃貸管理 

不動産情報ネットワーク運営 

広告宣伝 

老人福祉施設等の運営 

 

◎ ミサワエムアールディー㈱ 

◎ メディアエムジー㈱ 

◎ ㈱マザアス 

一 

般

 

顧

 

客

 

又

 

は

 

法

 

人

 

賃貸委託管理等 

住宅部材の供給 

工業化住宅の施工・販売、宅地の販売 

販売・管理 
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２．関係会社の状況

名称 住所 資本金
議決権の所
有割合

主要な事業の内容 摘要

（連結子会社） （百万円） （％）

ミサワホーム㈱ 東京都杉並区 24,000 100.0
工業化住宅の開発

工業化住宅部材の供給
 

ミサワホーム北海道㈱ 北海道札幌市白石区 988
75.3

(13.2)
工業化住宅の施工・販売 ※１

ミサワホーム北日本㈱ 秋田県秋田市 430
78.4

(2.8)
同上 ※２

㈱ミサワホーム福島 福島県福島市 180 100.0 同上  

ミサワホーム西関東㈱ 埼玉県さいたま市中央区 1,150 100.0 同上  

ミサワホーム東関東㈱ 千葉県千葉市中央区 475 100.0 同上  

ミサワホーム東京㈱ 東京都杉並区 2,234 100.0 同上  

ミサワホーム信越㈱ 新潟県新潟市 537 97.1 同上  

㈱ミサワホーム静岡 静岡県静岡市駿河区 300 100.0 同上  

ミサワホーム東海㈱ 愛知県名古屋市千種区 1,195 100.0 同上  

ミサワホーム近畿㈱ 大阪府大阪市中央区 490 100.0 同上  

ミサワホームサンイン㈱ 鳥取県鳥取市 444
52.5

(12.8)
同上 ※２

ミサワホーム中国㈱ 広島県広島市西区 1,369
79.5

(1.9)
同上 ※２

ミサワホーム九州㈱ 福岡県福岡市博多区 662
71.5

(11.6)
同上 ※３

㈱ミサワテクノ 長野県松本市 8,845
100.0

(100.0)
住宅部材の製造  

その他　34社

（持分法適用関連会社）

東北ミサワホーム㈱ 宮城県仙台市青葉区 3,761
46.2

(18.9)
工業化住宅の施工・販売 ※４

　（注）１．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

２．※１札幌証券取引所に株式上場しております。

３．※２ジャスダックに株式上場しております。

４．※３福岡証券取引所に株式上場しております。

５．※４東京証券取引所市場第一部に株式上場しております。
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２．経営方針

１．経営の基本方針

　当社グループは、創業以来掲げてきた「住まいを通じて生涯のおつきあい」を企業理念とし、お客様の生活・暮ら

し方から環境にまで配慮した住まいをご提供することにより、新たな住まいへの需要創造とお客様の生涯にわたる満

足を追求してまいります。

　常にお客様に安心・安全・快適な暮らしをお届けするために、住宅開発から販売・施工・アフターサービス・メン

テナンスそしてお客様のライフサポートに至るまで、顧客満足（ＣＳ）重視の経営を、更に住宅・技術開発に基づく

環境重視の経営を推進することにより、お客様から信頼され社会に愛される企業を目指しております。

２．利益配分に関する基本方針

 当社は、安定配当の維持を基本としつつ、利益の状況と将来の事業展開を総合的に勘案し、時に応じて特別配当あ

るいは株式分割（無償交付）を実施し、株主の皆様へ利益還元を行うことを基本方針といたしております。

　内部留保につきましては、高度工業化住宅の商品開発、技術開発及び経営体質の強化等に有効投資することにより、

将来的には利益の向上に貢献し、株主の皆様への安定的な利益還元に寄与するものと考えております。

　平成17年度の中間配当金につきましては、平成16年度の大幅な損失処理により、株主の皆様には誠に申し訳ござい

ませんが見送りとさせていただきます。

 ３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　当社は、投資単位の引下げにつきましては、個人株主の株式市場への参加を促進し、株式の流動性を高める施策の

１つであると認識しておりますが、その実施につきましては、費用と効果のバランス、株価動向、株主数、株主構成

などを勘案し、慎重に検討したうえで対処してまいりたいと考えております。

 

４．中長期的な会社の経営戦略ならびに対処すべき課題

　今後の我が国の経済の見通しにつきましては、企業収益の改善により、設備投資の回復が期待されるなど、景気回

復の兆しが見えてまいりましたが、昨年後半からの原油価格の大幅な上昇等、世界的な景気減速の懸念が広がり、個

人消費の低迷、原材料価格の上昇等により引き続き不透明な状況が続くものと思われます。

　住宅業界におきましては、新設着工戸数については堅調な推移をたどるものと思われますが、当社グループの主力

市場であります持家につきましては、厳しい傾向が続くと見込まれます。

　このような環境下、住宅事業におきましては、お客様のニーズと時代の変化に即応した商品ラインナップを更に充

実してまいります。また地球環境の保全に貢献できる住宅開発・技術開発に重点を置くと共に生産・物流・建設と一

体となり工業化を徹底、間接部門の効率化も含めた総原価低減を推進することにより、コストパフォーマンスの高い

環境に優しい住宅をご提供し、競争力を強化してまいる所存であります。

　また、「ミサワホームイング」として、独自技術によるリフォーム専用部品の開発を進め、リフォームによるお客

様の資産価値の向上と環境保全にも貢献することで差別化を図り、より一層の市場開拓を進めてまいる所存であります。 

　なお、当社グループは、平成16年12月に発表しました「事業再生計画」に基づき、住宅事業へのグループ内事業再

編を加速し、スポンサーとのシナジー効果を含めた営業力の強化とコスト削減の追求に努め、住宅市場でのシェア回

復を図り、総力を結集して業績の向上、社会貢献に努めてまいる所存であります。

　この「事業再生計画」を実行するにあたり、平成17年６月に株式会社産業再生機構及び株式会社ユーエフジェイ銀

行をはじめ関係金融機関からの債務免除等による金融支援　約1,333億円（債権放棄　約1,133億円、債務の株式化　

約200億円）を受けるとともに、トヨタ自動車株式会社、ＮＰＦ－ＭＧ投資事業有限責任組合（野村プリンシパル・

ファイナンス株式会社が組成するファンド）及びあいおい損害保険株式会社から約258億円の出資を受け、これらの財

務体質の改善等により、当社は債務超過を解消しております。さらに、販売力強化を目指し、全国を北日本、中央、

西日本の３つに分けたブロック統括部制を導入し、エリア毎のきめ細かい事業企画の立案や個別の営業支援を行うこ

とにしました。
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５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方およびその施策の実施状況

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主・顧客・従業員等事業活動に係わるすべての関

係者の利益を重視し、企業価値の最大化を実現するうえで、コーポレート・ガバナンスの確立は極めて重要な経営課

題であると位置付け、企業経営の透明性と信頼性の確保に努めております。

　当社は、取締役会の経営監督機能を強化するため、平成15年８月の設立と同時に執行役員制度を導入し、経営にお

ける監督機能と業務執行機能の分離を実施いたしました。また、取締役会の経営監督機能を補完するため、執行役員

および監査役で構成する経営執行委員会を設置いたしました。さらに、コンプライアンス体制の強化を図るため、平

成15年８月にコンプライアンス室を、同年10月にはグループの業務監査を主たる機能とする監査室を発足させました。

　また、８名の取締役及び４名の監査役により取締役会を構成し、月１回以上開催される取締役会において、経営に

関する重要事項の決定と報告を行うとともに、月２回以上開催される経営執行委員会において経営に関する重要な事

項の審議を行い、経営の効率化を図るとともに弁護士等各分野における専門家の意見を参考にコンプライアンス体制

の構築に努めております。

 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　①会社の機関の基本説明 

　当社は監査役制度を採用しており、社外監査役３名を含む４名により構成され、専従スタッフ（１名）を置い

て運営されております。

　監査役は取締役会、経営執行委員会および重要会議に出席するほか、適宜業務監査を行い、会計監査につきま

しても必要に応じ会計監査人から直接聴取しております。また、監査役はグループ監査機能を強化するため、各

監査役が子会社等の業務執行を監査するほか、グループ会社における監査役と連携しグループ監査機能の向上に

努めております。

　②コーポレート・ガバナンス体制概念図

 

取締役会 

代表取締役 

監査室 

経営執行委員会 

子会社 

社内各部署 

株  主  総  会 

監査法人 
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 　③グループコンプライアンス体制

　グループコンプライアンス体制につきましては、コンプライアンスの位置付けおよび重要性を教育研修を通し

て従業員全員に徹底するとともに、今後はさらにわかり易く実効性の高い方策を検討してまいります。また、企

業の透明性を向上させるため、積極的に情報開示に努め、開示内容の拡大および迅速性の確保を実現すべく、法

令遵守はもとより開示手続の整備・充実に注力してまいります。
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 　④内部監査の状況

　内部監査を担当する監査室の役割は、グループ全体を対象に法令及び内部規定に則してグループ各社及び社内

各部署の業務が適正に行われているかを監査することであり、監査結果は社長以下関係役員で構成する監査報告

会に適時報告され、経営信頼性の確保に努めております。また、商法及び商法特例法に基づく監査を担当する監

査役とは定期的な会合の場を持ち、問題意識を共有するとともに、互いの監査結果を報告するなど監査効果の向

上に努めております。

⑤会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は黒田裕（監査継続年数11年）、井出隆（同8年）、林達郎であり、

中央青山監査法人に所属し、当社の会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士5名、会計士補4名、その他1名で

あります。また、主要グループ各社の会計監査業務におきましても中央青山監査法人に所属する公認会計士が執行

しており、当社の監査人と連携して監査を進めております。監査人は監査結果について随時、監査役会に対して報

告を行っております。

（注）上記の監査継続年数は、ミサワホーム株式会社の監査継続年数を通算して記載しております。

⑥社外監査役との関係

　当社の社外監査役３名につきましては、当社グループとの間に資本的・人的関係及び取引関係その他の利害関係

はありません。

(2) リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、取締役及び執行役員自身が各種のリスクの特性を理解し、それらの状況を機動的に管理

し得る体制を整備する必要があることから、コンプライアンス室を中心に対応力の向上に努めております。また、事

案によっては弁護士、公認会計士等に適宜相談をして、専門家によるアドバイスを求めております。
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３．経営成績及び財政状態

１．経営成績

　当中間連結会計期間の住宅業界におきましては、貸家及び分譲マンションが堅調に推移したことにより、新設住宅

着工戸数は、前年度比３.５％増の６４万戸となりましたが、当社グループの主力市場である持家の住宅着工戸数につ

いては、厳しい傾向が続いております。　

　このような環境下、当社グループは、工業化住宅の開発を追求し、地球環境を考えた住まいづくり、安心してお住

まいいただける品質及び保証体制の充実等に鋭意取り組んでまいりました。

　技術開発におきましては、２００５年「グッドデザイン賞」に「ＣＥＮＴＵＲＹ蔵のある家」１商品及び３住宅部

品が選定され、１６年連続の受賞となりました。

　住宅開発におきましては、一戸建木質系として、４月に、リビング新発想「マルチリビング」で生活を多彩に楽し

む「ＧＥＮＩＵＳいろどりの間」、７月に、コンセプトはそのままにシンプルでシャープな外観デザインの「スタイ

リッシュモダンタイプ」を「ＧＥＮＩＵＳいろどりの間」に追加発売するとともに、９月に「ＧＥＮＩＵＳ　ＳＭＡ

ＲＴ　ＳＴＹＬＥ」をグレードアップし、拡販を図ってまいりました。

　集合住宅におきましては、デザイン性と快適性を追求した都市型賃貸住宅「Ｂｅｌｌｅ　Ｌｅａｄ　ＦＯＲＭＡＬ」

を発売いたしました。

　また、セラミック系では、４月に、エコノミーとエコロジーの双方をかなえることを推奨した”ＥＣＯＮＯＭＡＩ

ＺＥ（エコノマイズ）”提唱の新ラインナップとして、「ＨＹＢＲＩＤ　自由空間」を発売いたしました。

　販売面におきましては、「ＧＥＮＩＵＳいろどりの間」の新商品全国一斉発表会（５月・７月）の実施、不動産フェ

ア（８月）の開催、太陽光発電システムを搭載しながら、非常にコストパフォーマンスの高い「ＧＥＮＩＵＳ　ＳＭ

ＡＲＴ　ＳＴＹＬＥエコモデル」を９月、１０月の期間限定で発売し、拡販を図ってまいりました。

　また、２月からは、松井秀喜選手を当社グループのイメージリーダーとして登用し、「ＮＥＸＴ　ＮＥＷ　ＭＩＳ

ＡＷＡ」を訴求しております。

　リフォーム事業につきましては、リフォーム用部品として業界初の制震装置「ＭＧＥＯ－Ｒ」を開発、１０月より

販売を開始しました。これにより、従来難しいと言われていた一般在来工法の耐震改修工事において革新的な技術と

してストック需要の顕在化を図ってまいります。

　なお、平成１６年１２月に発表しました「事業再生計画」に基づき、より強固な経営基盤を築き、住宅市場でのシェ

ア回復を図るため、当社グループは、住宅事業及びリフォーム事業に経営資源を集中して一層の競争力強化を図り、

ノンコア事業（ゴルフ場事業、ファイナンス事業、大規模土地開発事業、リゾート事業、その他事業）について撤退

をしております。

　引き続き、株主の皆様のご期待にお応えできる、盤石な経営基盤を一日も早く確立すべく、一層の経営努力を重ね

てまいる所存でございます。

　以上の結果、当中間連結会計期間の売上面におきましては、持家市場の厳しい状況による販売の低迷により、1,862

億67百万円と前中間連結会計期間に比べ、135億18百万円（△6.8％）の減少となりました。

　利益面におきましては、売上高減少に伴う売上総利益減少をノンコア事業撤退を含む一般管理費の減少及び有利子

負債削減による支払利息の減少により、、経常利益は67億32百万円と計画目標は達成したものの、前中間連結会計期

間に比べ、24億90百万円（△27.0％）の減少となりました。

　また、当中間純利益におきましては、関係金融機関からの債務免除による金融支援1,133億26百万円を特別利益に計

上した結果、1,195億75百万円となりました。
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２．財政状態

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動及び投資活

動により251億41百万円の増加、財務活動により76億74百万円減少となり、連結範囲の変動を伴う資金１億18百万円を

加えた当中間期末残高は735億19百万円（前連結会計年度末に比べ175億82百万円の増加）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況、及び連結ベースの財務数値により計算したキャッシュ・

フロー指標は次のとおりであります。

(1）営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動による資金の収入は、135億52百万円（前中間連結会計期間に比べ25億56百万円の減少）となりました。

これは主に仕入債務の増加、たな卸資産の売却によるものであります。

(2）投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動による資金の収入は、115億89百万円（前中間連結会計期間に比べ139億42百万円の増加）となりました。

これは主に固定資産の売却、投資有価証券及び子会社株式の売却によるものであります。

(3）財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金の支出は、76億74百万円（前中間連結会計期間に比べ33億11百万円の減少）となりました。

これは主に株式の発行及び自己株式の売却による収入があったものの、それを上回る有利子負債の返済を進めたこ

とによるものであります。

(4）キャッシュ・フロー指標

平成16年３月期 平成17年３月期 平成17年９月中間期

自己資本比率　　　　　　　　　（％） 6.1 △61.7 7.3

時価ベースの自己資本比率　　　（％） 19.0 25.6 53.0

債務償還年数　　　　　　　　　（年） 10.3 16.0 3.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ 2.7 2.3 7.1

　　　　自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　　※利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

 　　　　 　※中間期の債務償還年数については、営業キャッシュ・フローを２倍して算出しております。

 

３．通期の見通し

　住宅業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。この様な状況下、当社グループは、

お客様のニーズと時代の変化に即応した住宅開発、リフォーム事業の強化、工業化の徹底並びに品質保証体制の充実

を図るとともに、グループ挙げての総原価低減を推進し、業績向上に努めてまいる所存であります。

　通期の業績の見通しといたしましては、売上高3,870億円、経常利益153億円、当期純利益1,255億円を見込んでおり

ます。
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４．事業等のリスク

　以下において、当社グループの事業展開上、リスク要因となる可能性があると考えられる主な項目を記載しており

ます。また、必ずしもリスク要因に該当しない事項であっても、投資者の投資判断上重要又は有益であると考えられ

る事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、当社グループは、これら

のリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存でありますが、当社株式に

関する投資判断は、本項目及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に判断した上で行われる必要があります。

　なお、本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針、所在等将来に関する事項は、当中間連結会計期間末日

現在において判断したものであり、将来に関する事項には、不確実性を内在し、あるいはリスクを含んでいるため、

将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性があります。

　また、以下の記載は、当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんので、ご留意ください。

 

(1) 事業再生計画について

　当社グループは、平成16年12月に発表した「事業再生計画」に基づき、株式会社産業再生機構の支援を受けて事

業再生を図っておりますが、次のような理由により、「事業再生計画」を修正せざるを得ない場合には当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

①「事業再生計画」において撤退（売却又は清算）を予定する事業について、予期し得ない撤退費用等の損失が発

生した場合　　　

②「事業再生計画」においては存続会社であるが、今後、事業性がない又は他の企業のガバナンスの下で事業性が

高いと判断された事業について、事業売却又は清算に伴う損失が発生した場合

③想定以上の当社グループのブランド価値毀損あるいは当社グループに対する信用不安等により、「事業再生計画」

における売上、利益の達成が困難となったり、取引条件が悪化した場合

④下記「(2) 経営成績の変動要因について」に記載の要因のほか、同業他社との競争激化等により、想定通りの受

注もしくは販売価格を確保できず、「事業再生計画」における数値目標の達成が困難となった場合

 

(2) 経営成績の変動要因について

① 引渡時期による業績変動について

　当社グループの主要事業である住宅事業においては、土地もしくは土地付建物の売買契約、または建物の工事請

負契約の成立時ではなく、顧客への引渡時に売上が計上されます。引渡時期につきましては、顧客の生活環境によ

るところが大きく、転勤・転校等の影響があるため、引渡時期の動向が、四半期業績を含め、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

② 法的規制について

　当社グループの属する住宅業界は、建築基準法、都市計画法、建設業法、宅地建物取引業法その他の法令により

法的規制を受けております。今後、これらの規制の改廃や新たな法的規制が設けられる場合には、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 住宅着工市況及び金利状況の影響について

　当社グループの主要事業である住宅事業は、景気動向、金利動向、地価動向、住宅税制等の影響を受けやすいた

め、景気見通しの悪化や大幅な金利上昇、地価の上昇等の諸情勢に変化があった場合には、住宅購入者の購入意欲

を減退させる可能性があり、その場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④ 資材等の調達について

　当社グループの資材等の調達にあたっては、材料の一部を当社海外工場から調達するなど、安定的な原材料の確

保と最適な価格の維持に努めておりますが、住宅という商品を構成する部品は多岐に渡っており、業界の需要増加

や原材料の高騰により、調達が困難になる場合や価格が著しく上昇した場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

⑤ 保有資産の価格変動について

　当社グループが保有する資産の時価が著しく下落した場合等には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 人材の確保及び育成について

　当社グループの主要事業である住宅事業は、建築はもとより、法規、金融、税金等多岐に渡り、それぞれの業務

は高度の知識・技術・経験が要求されるため、あらゆる分野の人材を確保及び育成しなければなりません。また、

営業人員につきましては、販売力の維持・強化のために、継続的な採用と育成は必要不可欠であります。そのため、

営業人員について想定しない退職等による流失があった場合については、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

　また、現在当社グループは、事業の強化を図るため、新卒採用及び中途採用の両面から積極的に人材を採用し、

職種別専門教育により育成していく方針でありますが、人材の確保ができなければ当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

 

(4) 品質保証・管理について

　当社グループは製品の特性に応じて最適な品質を確保できるよう、全力をあげて取り組んでおりますが、予期せ

ぬ事情により、大規模なリコール等に発展する品質問題が発生した場合には、当社グループの信用を失うこととな

り、業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 瑕疵担保責任について

　当社グループの建物については、部品選定、設計段階において、多岐にわたる技術的検証を経ているうえ、ＩＳ

Ｏ9001の認証を取得した工場にて製造された高い品質の構造部材をもって、当社の工事スクールを修了した組立工

事担当者によって施工される工業化住宅です。また、土地についても、専門的な見地から充分な調査を実施したう

えで販売しております。しかし、法令等により所定の期間、当該土地建物に対する瑕疵担保責任等を負担しており

ますので、当該期間中に万一建物に設計・施工上の問題に起因する瑕疵等が発見されたとき、または土地に何らか

の瑕疵が発見されたときは、補修費用、その他損害賠償費用の負担の可能性があります。その場合には、当社の業

績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(6) 知的財産保護について

　当社グループは他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積してまいりましたが、当社グループ独自の技術と

ノウハウの一部は、特定の地域では法的制限のため知的財産権で保護された技術を実施することが出来ない場合が

あります。

　また、知的財産権の侵害、非侵害は裁判を通して争う場合があり、その場合には結論が出るまで長期化し、第三

者が当社グループの商品に類似した商品を製造するのを効果的に阻止出来ない可能性があります。さらに、当社グ

ループの将来の製品または技術は、将来的に他社の知的財産権を侵害していると訴えられる可能性があります。

 

(7) 退職給付制度における年金資産の運用について

　当社グループの退職給付制度は、適格退職年金制度が主であるため、年金資産の運用結果が悪化した場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 有利子負債依存度について

　当社グループが行っている事業におきましては、工業化住宅の製造、施工費及び宅地の購入・造成費などの資金

が必要となり、これらを金融機関からの借入金等により賄っております。

　なお、有利子負債依存度を改善すべく、営業収益及び資産売却、資金調達手段の多様化により借入金の返済に努

めてまいりますが、金利動向や金融情勢に変化があった場合には当社グループの業績および財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

項目 平成17年３月期 平成17年９月中間期

　総資産　　　　　　　　　（百万円） 263,415 258,582

　有利子負債合計　　　　　（百万円） 262,650 87,815

　有利子負債依存度 99.7% 34.0%
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(9) 個人情報の管理について

　　　当社グループで行っている事業は顧客の皆様の非常に重要な個人情報を入手する立場にあります。

　当社グループでは個人情報保護法等の各規定に従い、当社グループにて定めたプライバシーポリシーに従って個

人情報を取扱い、また漏洩防止措置等の安全管理の実施を全社にて実施しておりますが、万が一何らかの原因によ

り情報の漏洩等が発生した場合には、当社グループの信用を失うことになり、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10) 自然災害等について

　当社グループでは、生産・物流・販売・施工等の拠点に災害防止活動や設備点検を行っておりますが、地震及

び台風等の自然災害等によって、生産活動の中止や社会インフラの大規模な損壊が発生した場合には、業績に影

響を及ぼす可能性があります。

 

(11) 訴訟について

　当社と当社の子会社であるミサワホーム株式会社、ミサワキャピタル株式会社および株式会社アイ・エル・エ

スは、三澤株式会社（東京都新宿区西新宿二丁目７番１号）より、下記のとおり訴訟を提起されております。

　原告は、当社子会社２社の貸付金はミサワホーム株式会社からの受託業務費用であり債務は存在しない旨、ま

た、その貸付金債権の担保として受入れていた原告保有の当社株式に対する担保権実行は不当であり、その株主

としての地位を認め株券を返還すべきである旨を主張しておりますが、当社としては、いずれの訴訟についても

法的根拠を全く欠く不当請求であると考えており、その旨を裁判手続きにおいて主張しております。

　訴訟の動向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

①下記債権の一部に関する債務不存在確認等請求訴訟・・・平成17年４月６日東京地方裁判所

 　　　　・被告および提訴の内容

 　　　　　 ミサワキャピタル株式会社　　　　　　　 500百万円の債務不存在の確認（主位的請求）

　　　　　　株式会社アイ・エル・エス　　　　　　　 700百万円の債務不存在の確認（主位的請求）

　　　　　　ミサワホーム株式会社　　　　　　　　　 業務委託契約に基づく代弁請求（予備的請求）

　　　　 ・債権の種類および金額

　　　　　　ミサワキャピタル株式会社　　　　　　　 貸付金債権　　12,020百万円

　　　　　　株式会社アイ・エル・エス　　　　　　　 貸付金債権　　27,223百万円

②担保権実行に関する株主の地位の確認等請求訴訟（訴訟物の価額383百万円）・・・平成17年５月10日東京地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 裁判所

　　　　 ・被告および提訴の内容

　　　　　　ミサワホームホールディングス株式会社　 平成17年４月６日時点での100万株を有する株主の地位の確認

　　　　　　ミサワキャピタル株式会社　　　　　　　 50万株の株券返還請求

　　　　　　株式会社アイ・エル・エス　　　　　　　 50万株の株券返還請求

　　　　　　※上記の株式数は平成17年５月27日に実施した株式併合前のものです。
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４．中間連結財務諸表等
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度の
要約貸借対照表

（平成17年３月31日）

対前連結
会計年度
比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（資産の部）            

Ⅰ　流動資産            

１．現金及び預金 ※１  58,016   74,391   57,341  17,049

２．受取手形及び売掛金 ※１  20,745   14,756   14,927  △170

３．たな卸資産 ※１  111,347   64,496   68,516  △4,020

４．その他 ※１  54,567   15,169   17,148  △1,978

５．貸倒引当金   △15,234   △2,667   △1,544  △1,122

流動資産合計   229,443 47.2  166,146 64.3  156,388 59.3 9,757

Ⅱ　固定資産            

(1）有形固定資産            

１．建物及び構築物 ※１ 50,219   29,689   32,820    

減価償却累計額  23,736 26,483  15,953 13,735  16,897 15,922  △2,186

２．土地 ※１  104,803   26,481   32,653  △6,172

３．その他 ※１ 29,587   22,422   25,071    

減価償却累計額  20,300 9,287  15,967 6,455  17,580 7,490  △1,035

有形固定資産合計   140,573   46,673   56,067  △9,394

(2）無形固定資産            

１．連結調整勘定   15,932   334   348  △14

２．その他 ※１  7,370   5,826   6,204  △377

無形固定資産合計   23,303   6,160   6,552  △392

(3）投資その他の資産            

１．投資有価証券 ※１  19,010   8,165   10,770  △2,604

２．繰延税金資産   42,988   23,334   23,292  41

３．その他 ※１  95,849   11,193   15,157  △3,963

４．貸倒引当金   △65,456   △3,091   △4,813  1,722

投資その他の資産合
計

  92,391   39,602   44,406  △4,804

固定資産合計   256,268 52.8  92,436 35.7  107,027 40.7 △14,590

資産合計   485,712 100.0  258,582 100.0  263,415 100.0 △4,832
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前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度の
要約貸借対照表

（平成17年３月31日）

対前連結
会計年度
比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
（百万円）

（負債の部）            

Ⅰ　流動負債            

１．支払手形及び買掛金   54,792   51,351   45,853  5,498

２．短期借入金 ※１  239,696   69,651   232,278  △162,627

３．一年以内償還予定の
社債

  ―   400   ―  400

４．引当金   5,090   ―   ―  ―

５．賞与引当金   ―   4,585   4,479  105

６．土地買戻損失引当金   ―   4,516   4,516  ―

７．未成工事受入金   29,356   31,647   24,099  7,548

８．預り金 ※２  27,541   26,537   29,354  △2,816

９．その他   11,886   14,518   32,081  △17,563

流動負債合計   368,364 75.8  203,208 78.6  372,663 141.5 △169,455

Ⅱ　固定負債            

１．社債   1,400   1,000   1,400  △400

２．長期借入金 ※１  41,076   16,764   28,971  △12,207

３．退職給付引当金   21,562   5,827   5,778  48

４．債務保証等損失引当
金

  ―   1,112   3,835  △2,722

５．その他   33,053   9,110   10,490  △1,380

固定負債合計   97,091 20.0  33,814 13.1  50,476 19.2 △16,662

負債合計   465,456 95.8  237,022 91.7  423,139 160.7 △186,117

            

（少数株主持分）            

少数株主持分   5,227 1.1  2,602 1.0  2,696 1.0 △93

            

（資本の部）            

Ⅰ　資本金   45,249 9.3  23,412 9.1  45,249 17.2 △21,836

Ⅱ　資本剰余金   567 0.1  67,688 26.1  567 0.2 67,120

Ⅲ　利益剰余金   △33,021 △6.8  △72,470 △28.0  △208,723 △79.2 136,252

Ⅳ　土地再評価差額金   2,130 0.4  2,775 1.1  3,420 1.3 △644

Ⅴ　その他有価証券評価差
額金

  2,397 0.5  1,622 0.6  1,827 0.6 △204

Ⅵ　為替換算調整勘定   △1,864 △0.3  64 0.0  76 0.0 △12

Ⅶ　自己株式   △431 △0.1  △4,136 △1.6  △4,838 △1.8 702

資本合計   15,028 3.1  18,958 7.3  △162,420 △61.7 181,378

負債、少数株主持分及
び資本合計

  485,712 100.0  258,582 100.0  263,415 100.0 △4,832
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
（百万円）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   199,785 100.0  186,267 100.0 △13,518  390,044 100.0

Ⅱ　売上原価   145,059 72.6  138,237 74.2 △6,821  289,597 74.3

売上総利益   54,726 27.4  48,029 25.8 △6,696  100,447 25.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費            

１．広告宣伝費  5,302   6,206    11,432   

２．販売促進費  1,989   2,013    3,797   

３．給料手当等  18,524   16,817    37,563   

４．賞与引当金繰入額  2,885   3,011    4,105   

５．減価償却費  1,874   1,585    3,725   

６．その他  10,745 41,322 20.7 9,441 39,075 21.0 △2,246 20,913 81,538 20.9

営業利益   13,403 6.7  8,953 4.8 △4,449  18,908 4.8

Ⅳ　営業外収益            

１．受取利息  49   5    23   

２．受取手数料  310   148    617   

３．持分法による投資利益  55   ―    223   

４．その他  573 989 0.5 860 1,014 0.5 25 1,553 2,418 0.7

Ⅴ　営業外費用            

１．支払利息  4,052   2,342    7,522   

２．持分法による投資損失  ―   58    ―   

３．その他  1,117 5,169 2.6 834 3,235 1.7 △1,934 2,293 9,815 2.5

経常利益   9,223 4.6  6,732 3.6 △2,490  11,511 3.0

Ⅵ　特別利益            

１．固定資産売却益 ※１ 32   25    14   

２．投資有価証券売却益  489   953    7,107   

３．債務免除益  ―   113,326    ―   

４．その他  125 647 0.3 446 114,752 61.6 114,104 17,667 24,789 6.4

Ⅶ　特別損失            

１．たな卸資産評価損  1,117   ―    40,415   

２．固定資産処分損 ※２ 1,499   169    8,989   

３．投資有価証券売却損  ―   190    5,052   

４．投資有価証券評価損  33   58    1,249   

５．貸倒引当金繰入額  20,671   590    4,728   

６．その他  1,704 25,027 12.5 1,003 2,012 1.0 △23,014 151,734 212,169 54.4

税金等調整前中間（当
期）純利益・純損失
(△)

  △15,156 △7.6  119,472 64.2 134,628  △175,868 △45.1

法人税、住民税及び事
業税

 903   237    651   

法人税等調整額  335 1,239 0.6 △288 △51 △0.0 △1,290 29,376 30,027 7.7

少数株主利益・損失
（△）

  4 0.0  △52 △0.0 △56  △2,564 △0.7

中間（当期）純利益又
は純損失（△）

  △16,400 △8.2  119,575 64.2 135,975  △203,332 △52.1
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(3) 中間連結剰余金計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度の

連結剰余金計算書

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）        

Ⅰ　資本剰余金期首残高   98,357  567  98,357

Ⅱ　資本剰余金増加高        

１．増資による新株の発行  －  22,912  －  

２．自己株式処分差益  103  466  103  

３．自己株式売却による
増加額

 －  15,683  －  

４．資本金減少差益  67  44,749  67  

５．社債の転換による増加  500 671 － 83,812 500 671

Ⅲ　資本剰余金減少高        

　１．資本減少による取崩額  98,461  567  98,461  

　２．利益剰余金への振替に
　よる減少額

 － 98,461 16,123 16,691 － 98,461

Ⅳ　資本剰余金中間期末
（期末）残高

  567  67,688  567

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ　利益剰余金期首残高   △151,375  △208,723  △151,375

Ⅱ　利益剰余金増加高        

１．中間純利益  －  119,575  －  

２．資本減少による増加額  134,393  567  134,393  

３．資本剰余金からの振替
による増加額

 －  16,123  －  

４．土地再評価差額金取崩額  433  －  －  

５．土地再評価差額金からの
振替

 4  4  －  

６．連結子会社の増加に
伴う増加額

 －  33  －  

７．連結子会社の減少に
伴う増加額

 －  －  12,141  

８．持分法適用会社の減少
に伴う増加額

 － 134,831 － 136,304 442 146,977

Ⅲ　利益剰余金減少高        

１．中間（当期）純損失  16,400  －  203,332  

２．役員賞与  46  －  46  

３．土地再評価差額金取崩額  －  40  790  

４．土地再評価差額金からの
振替

 －  －  125  

５．連結子会社の増加に
伴う減少額

 32  －  32  

６．持分法適用会社の減少に
伴う減少額

 － 16,478 11 52 － 204,325

Ⅳ　利益剰余金中間期末
（期末）残高

  △33,021  △72,470  △208,723

        

－ 連結 16 －



(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

（百万円）
金額（百万円）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．税金等調整前中間（当期）純利
益（△は損失）

 △15,156 119,472 134,628 △175,868

２．減価償却費及び償却費  3,193 2,472 △721 6,336

３．連結調整勘定償却額  659 14 △645 16,514

４．貸倒引当金の増減額（減少：
△）

 19,790 △465 △20,255 ―

５．その他引当金の増減額（減少：
△）

 2,225 79 △2,145 △1,858

６．受取利息及び受取配当金  △84 △61 23 △91

７．支払利息  4,052 2,342 △1,709 7,522

８．固定資産売却処分による損益  1,467 144 △1,322 8,974

９．投資有価証券売却損益  △489 △762 △273 △2,055

10. 債務免除益  ― △113,326 △113,326 ―

11．売上債権の増減額（増加：△）  △569 △1,448 △879 4,873

12．たな卸資産の増減額
（増加：△）

 △2,429 2,643 5,072 43,099

13．仕入債務の増減額（減少：△）  4,332 6,009 1,677 △4,333

14．その他  4,042 △1,350 △5,392 121,746

小計  21,033 15,764 △5,268 24,860

15．利息及び配当金の受取額  247 87 △160 338

16．利息の支払額  △3,972 △1,922 2,049 △7,025

17．法人税等の支払額  △1,200 △377 823 △1,790

営業活動によるキャッシュ・フロー  16,108 13,552 △2,556 16,382

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー      

１．定期預金の預入による支出  △10,374 △661 9,713 △13,451

２．定期預金の払戻による収入  7,942 1,194 △6,747 11,564

３．有形・無形固定資産の取得によ
る支出

 △2,713 △1,715 997 △5,066

４．有形・無形固定資産の売却によ
る収入

 1,218 5,228 4,009 4,220

５．投資有価証券の取得による支出  △40 △68 △28 △242

６．投資有価証券の売却による収入  1,194 2,846 1,652 11,617

７．連結範囲の変動を伴う子会社株
式の取得・売却による純収入

 ― 2,194 2,194 105

８．その他  420 2,570 2,150 4,064

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,352 11,589 13,942 12,810

－ 連結 17 －



  
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

対前中間期比

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

（百万円）
金額（百万円）

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー      

１．短期借入金の純増減額  △496 △19,603 △19,106 2,686

２．長期借入れによる収入  5,074 830 △4,244 23,211

３．長期借入金の返済による支出  △17,394 △27,536 △10,141 △45,576

４．少数株主への配当金の支払額  △80 △28 51 △78

５．株式の発行による収入  ― 25,826 25,826 ―

６．自己株式売却による収入  103 17,642 17,538 104

７．自己株式取得による支出  △52 △75 △23 △92

８．工事請負代金流動化による
純収入（純支出：△）

 2,061 △4,729 △6,790 4,008

９．その他  △201 ― 201 △325

財務活動によるキャッシュ・フロー  △10,985 △7,674 3,311 △16,063

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差
額

 23 △3 △27 25

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  2,793 17,463 14,670 13,155

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  43,242 55,937 12,694 43,242

Ⅶ　連結範囲の変動に伴う現金及び
現金同等物の影響額

 7 118 110 △461

Ⅷ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

※１ 46,044 73,519 27,475 55,937
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

           ──────             ──────  （継続企業の前提に関する注記）

　当社を含むミサワホームグループ31

社は、平成16年12月28日に株式会社産

業再生機構（以下「機構」という）に

事業再生計画を提出し、再生支援の申

し込みを行い、同日付で支援決定の通

知を受けました。かかる状況において、

当企業集団は、多額の特別損失の計上

により当連結会計年度末において

162,420百万円の債務超過となったこと

から、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。

　機構は、平成17年３月25日に買取決

定を行い、機構と関係金融機関等の合

意が整いました。これを受け、当企業

集団は、住宅事業への経営資源の集中

及び財務リストラを中心とした事業再

生計画の実行により継続企業の前提に

関する重要な疑義は解消されるものと

考えております。従って、当社は継続

企業を前提として連結財務諸表を作成

しており、当該重要な疑義の影響を連

結財務諸表に反映しておりません。

　なお、重要な後発事象の注記に記載

のとおり、上記の買取決定に基づいて、

連結子会社であるミサワホーム株式会

社は平成17年６月10日付で金融機関等

から債務免除113,326百万円を受け、当

社は株式会社ユーエフジェイ銀行を引

受先とする第三者割当増資（優先株式

発行）19,999百万円を実施しておりま

す。また、平成17年６月24日付で、ト

ヨタ自動車株式会社、ＮＰＦ－ＭＧ投

資事業有限責任組合、あいおい損害保

険株式会社を引受先として第三者割当

増資（普通株式発行）25,826百万円を

実施しております。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
　至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　　６２社

主要な連結子会社の名称

ミサワホーム㈱

ミサワホーム北海道㈱

ミサワホーム北日本㈱

㈱ミサワホーム福島

ミサワホーム信越㈱

ミサワホーム東関東㈱

ミサワホーム西関東㈱

ミサワホーム東京㈱

㈱ミサワホーム静岡

ミサワホーム東海㈱

ミサワホーム近畿㈱

ミサワホーム中国㈱

ミサワホームサンイン㈱

ミサワホーム九州㈱

㈱ミサワテクノ

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　　４９社

主要な連結子会社の名称

ミサワホーム㈱

ミサワホーム北海道㈱

ミサワホーム北日本㈱

㈱ミサワホーム福島

ミサワホーム信越㈱

ミサワホーム東関東㈱

ミサワホーム西関東㈱

ミサワホーム東京㈱

㈱ミサワホーム静岡

ミサワホーム東海㈱

ミサワホーム近畿㈱

ミサワホーム中国㈱

ミサワホームサンイン㈱

ミサワホーム九州㈱

㈱ミサワテクノ

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　　 ５６社

主要な連結子会社の名称

ミサワホーム㈱

ミサワホーム北海道㈱

ミサワホーム北日本㈱

㈱ミサワホーム福島

ミサワホーム信越㈱

ミサワホーム東関東㈱

ミサワホーム西関東㈱

ミサワホーム東京㈱

㈱ミサワホーム静岡

ミサワホーム東海㈱

ミサワホーム近畿㈱

ミサワホーム中国㈱

ミサワホームサンイン㈱

ミサワホーム九州㈱

㈱ミサワテクノ

   

（連結子会社数の変動理由） （連結子会社数の変動理由） （連結子会社数の変動理由）

（増加） （増加） （増加）

・重要性が増したことによるもの２社

鹿児島ミサワ建設㈱

静岡住宅販売建設㈱

　なお、静岡住宅販売建設㈱はホリー

エンジニアリング㈱に商号を変更し

ております。

・重要性が増したことによるもの１社

㈱マザアス

 

　なお、テックビルド㈱はジェイエ

ス㈱に商号を変更しております。

・重要性が増したことによるもの２社

鹿児島ミサワ建設㈱

静岡住宅販売建設㈱

　なお、静岡住宅販売建設㈱はホリー

エンジニアリング㈱に商号を変更し

ております。

・株式取得によるもの１社

㈱ミサワホーム宮崎

　　　　(減少） 　　　　(減少） （減少）

       ・連結子会社間の合併によるもの１社

 　　　　ホームイング㈱ 

       ・株式売却によるもの３社

 　　　　ミサワ東洋㈱ 

 　　　　ホリーエンジニアリング㈱

 　　　　㈱オナーズヒル軽井沢

　なお、ミサワ東洋㈱はＵＳＳ東洋

㈱に商号を変更しております。

・株式売却によるもの１社

Misawa Homes(USA),Inc.

       ・会社清算によるもの５社

 　　　　ミサワホームエンジニアリング㈱ 

 　　　　ホリー住機産業㈱

 　　　　㈱エイチ・イー・シー

 　　　　㈱国際高等研究所

 　　　　ミサワファイナンス㈱

・連結子会社間の合併によるもの２社

ホームイング㈱

ホリー㈱

・民事再生法の規定による再生手続き

の開始決定によるもの３社

㈱エム・エル・シー

中条町リゾート㈱

ティー・ジー・アール㈱

  なお、これに伴いPricia,Incほか

１社が連結子会社から除外されてお

ります。
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前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
　至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社名は、次のとおり

であります。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社名は、次のとおり

であります。

(2）主要な非連結子会社の名称等

　主要な非連結子会社名は、次の通りで

あります。

㈱マザアス

四国住宅工業㈱

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社の、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等はいずれも小

規模であり、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しております。

富山昭和住宅工業㈱

 

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社の、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等はいずれも小

規模であり、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しております。

㈱マザアス

 

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社の、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金等はいずれも小

規模であり、全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用関連会社の数　　　　３社

持分法適用関連会社の名称

東北ミサワホーム㈱

ミサワリゾート㈱

財形住宅金融㈱

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用関連会社の数　　　　１社

持分法適用関連会社の名称

東北ミサワホーム㈱

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用関連会社の数 　　　 ２社

　主要な持分法適用関連会社名は、「関

係会社の状況」に記載しております。

（持分法適用関連会社の変動理由）

（減少）

（持分法適用関連会社の変動理由）

（減少）

・株式売却によるもの１社

　財形住宅金融㈱

・株式売却によるもの１社

　ミサワリゾート㈱

(2）次の非連結子会社及び関連会社につい

ては、下記の理由により持分法を適用し

ておりません。

(2）次の非連結子会社及び関連会社につい

ては、下記の理由により持分法を適用し

ておりません。

(2）次の非連結子会社及び関連会社につい

ては、下記の理由により持分法を適用し

ておりません。

非連結子会社

㈱マザアスほか

関連会社

㈱ミサワホーム山梨ほか

非連結子会社

富山昭和住宅工業㈱ほか

関連会社

㈱ミサワホーム山梨ほか

非連結子会社

㈱マザアスほか

関連会社

㈱ミサワホーム山梨ほか

（持分法を適用しない理由）

　持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社は、各々中間連結純損益及び利益剰

余金等に与える影響が軽微であり、全体

としても中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

（持分法を適用しない理由）

　持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社は、各々中間連結純損益及び利益剰

余金等に与える影響が軽微であり、全体

としても中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適用範

囲から除外しております。

（持分法を適用しない理由）

　持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社の当期純損益及び利益剰余金等は、

それぞれ連結財務諸表に与える影響が軽

微であり、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　㈱アイ・エル・エスの中間決算日は６月

30日（決算日は12月31日）であるため、中

間連結財務諸表作成に当たっては、６月30

日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

　㈱アイ・エル・エスの中間決算日は６月

30日（決算日は12月31日）であるため、中

間連結財務諸表作成に当たっては、６月30

日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、㈱アイ・エル・エス

の決算日は12月31日であるため、連結財務

諸表作成に当たっては、12月31日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。
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前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
　至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

 ・その他有価証券

　時価のあるもの

　中間連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（時価と比較する

取得原価は移動平均法により算定し、

評価差額は全部資本直入法による処

理）を採用しております。

 ・その他有価証券

　時価のあるもの

　中間連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（時価と比較する

取得原価は移動平均法により算定し、

評価差額は全部資本直入法による処

理）を採用しております。

・その他有価証券

　時価のあるもの

　当連結会計年度の末日の市場価格

等に基づく時価法（時価と比較する

取得原価は移動平均法により算定し、

評価差額は全部資本直入法による処

理）を採用しております。

　時価のないもの

 移動平均法による原価法

　時価のないもの

 移動平均法による原価法

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

・商品、貯蔵品、製品、原材料、仕掛品

主として総平均法による原価法

・分譲土地建物、未成工事支出金

個別法による原価法　

③　たな卸資産

・商品、貯蔵品、製品、原材料、仕掛品

主として総平均法による原価法

・分譲土地建物、未成工事支出金

個別法による原価法　

③　たな卸資産

・商品、貯蔵品、製品、原材料、仕掛品

主として総平均法による原価法

・分譲土地建物、未成工事支出金

個別法による原価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

　主として定率法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

　主として定率法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

主として定率法

無形固定資産

定額法

　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

無形固定資産

定額法

　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

無形固定資産

定額法

　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、主として法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。
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前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
　至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については過去の貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えて、主とし

て当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末に発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、

主として15年及び５年による按分額を

費用処理しております。

　数理計算上の差異は従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（主として

10年）による定額法により翌連結会計

年度から損益処理することとしており

ます。

　過去勤務債務は従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10年）

による定額法により損益処理しており

ます。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えて、主とし

て当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末に発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、

主として15年及び５年による按分額を

費用処理しております。

　数理計算上の差異は従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（主として

10年）による定額法により翌連結会計

年度から損益処理することとしており

ます。

　過去勤務債務は従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10年）

による定額法により損益処理しており

ます。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えて、主とし

て当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更

時差異については、主として15年及び

５年による按分額を費用処理しており

ます。

 

　数理計算上の差異は従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数（主として

10年）による定額法により翌連結会計

年度から損益処理することとしており

ます。

　過去勤務債務は従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10年）

による定額法により損益処理しており

ます。

 

 

 

 

（追加情報）

　当社グループの加入するミサワホー

ム厚生年金基金は、平成16年12月21日

付で厚生労働大臣より解散認可を受け、

同日をもって解散いたしました。この

ため「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準委員会　

平成14年１月31日　企業会計基準適用

指針第１号）を適用し、厚生年金基金

解散益17,368百万円を特別利益に計上

しております。

 

 

④　土地買戻損失引当金

　財団法人民間都市開発推進機構に売

却した土地について、売戻権が行使さ

れる可能性が高いことを考慮し、買戻

しによって発生すると見込まれる損失

額を計上しております。 

④　土地買戻損失引当金

　財団法人民間都市開発推進機構に売

却した土地について、売戻権が行使さ

れる可能性が高いことを考慮し、買戻

しによって発生すると見込まれる損失

額を計上しております。

 

 

 ⑤　債務保証等損失引当金

 　保証等の履行に伴う損失に備えるた

め、個別に必要と認められる額を計上

しております。

⑤　債務保証等損失引当金

　保証等の履行に伴う損失に備えるた

め、個別に必要と認められる額を計上

しております。
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前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
　至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
　至　平成17年３月31日）

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等は税抜方式によっておりま

す。

(5）その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等は税抜方式によっておりま

す。

(5）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　消費税等は税抜方式によっておりま

す。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投

資であります。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投

資であります。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する短期投

資であります。

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  ──────

 　当中間連結会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はありま

せん。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度末
（平成17年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

(1）担保提供資産

※１　担保資産及び担保付債務

（1）担保提供資産

※１　担保資産及び担保付債務

(1）担保提供資産

現金及び預金 11,341百万円

受取手形及び売掛金 473百万円

たな卸資産 33,051百万円

流動資産「その他」 3,750百万円

建物及び構築物 15,031百万円

 ( 1,641百万円)

土地 68,904百万円

 ( 5,313百万円)

有形固定資産「その他」 167百万円

 ( 　132百万円)

無形固定資産「その他」 172百万円

投資有価証券 13,671百万円

投資その他の資産
「その他」

1,082百万円

合計 147,646百万円
 (7,088百万円)

現金及び預金       100百万円

受取手形及び売掛金    1,696百万円

たな卸資産     9,530百万円

流動資産「その他」      －百万円

建物及び構築物     7,653百万円

 (   743百万円)

土地    22,591百万円

 ( 4,180百万円)

有形固定資産「その他」 645百万円

 (  630百万円)

無形固定資産「その他」    134百万円

投資有価証券     4,215百万円

投資その他の資産
「その他」

     518百万円

合計    47,086百万円
 (5,554百万円)

預金及び預金 143百万円

受取手形及び売掛金 －百万円

たな卸資産 13,274百万円

流動資産「その他」 345百万円

建物及び構築物 9,062百万円

 (  885百万円)

土地 27,755百万円

 （ 5,313百万円)

有形固定資産「その他」 837百万円

 （  806百万円)

無形固定資産「その他」 152百万円

投資有価証券 6,901百万円

投資その他の資産
「その他」

862百万円

合計 59,336百万円
 (7,005百万円)

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務

短期借入金 133,936百万円

 (　3,659百万円)

長期借入金 26,544百万円

 (　  406百万円)

合計 160,481百万円

 (　4,065百万円)

　上記のうち（　）内書は工場財団抵

当並びに当該債務であります。

　なお、上記の資産のほか、連結会社

株式の一部を上記債務の担保に供して

おります。

短期借入金    26,515百万円

  

長期借入金     1,484百万円

  

合計    27,999百万円

  

　上記のうち（　）内書は工場財団抵

当であります。

　なお、上記の資産のほか、連結会社

株式の一部を上記債務の担保に供して

おります。 

短期借入金 89,183百万円

 (  3,680百万円)

長期借入金 16,265百万円

 (    280百万円)

合計 105,449百万円

 (  3,960百万円)

　上記のうち（　）内書は工場財団抵

当並びに当該債務であります。

　なお、上記の資産のほか、連結会社

株式の一部を上記債務の担保に供して

おります。

※２　預り金のうち 20,123百万円は、工事

請負代金流動化による譲渡金額でありま

す。

※２　預り金のうち 17,340百万円は、工事

請負代金流動化による譲渡金額でありま

す。

※２　預り金のうち 22,069百万円は、工事

請負代金流動化による譲渡金額でありま

す。

　３　保証債務

(1）連結子会社以外の会社の金融機関等

よりの借入金等に対する保証債務

　３　保証債務

(1）連結子会社以外の会社の金融機関等

よりの借入金等に対する保証債務

　３　保証債務

(1）連結子会社以外の会社の金融機関等

よりの借入金等に対する保証債務

四国住宅工業㈱ 1,084百万円

山形中央ビルディング㈱ 795百万円

㈱ホームイング埼玉 189百万円

その他（２社） 205百万円

合計 2,274百万円

山形中央ビルディング㈱     760百万円

四国住宅工業㈱    287百万円

㈱ホームイング埼玉    166百万円

ミサワ・エム・ジー建設㈱  97百万円

合計   1,311百万円

山形中央ビルディング㈱ 777百万円

四国住宅工業㈱ 345百万円

㈱ホームイング埼玉 185百万円

㈱マザアス 71百万円

合計 1,380百万円

 

 
(2）「ミサワホーム」購入者等のための

つなぎ融資等に対する保証債務

39,191百万円

　なお、上記の保証債務に対する引当金

を固定負債「その他」に380百万円計上し

ております。

(2）「ミサワホーム」購入者等のための

つなぎ融資等に対する保証債務

      38,582百万円

 
 
 

(2）「ミサワホーム」購入者等のための

つなぎ融資等に対する保証債務

29,447百万円

　４　受取手形割引高　　　　　 42百万円

受取手形裏書譲渡高　　　  0百万円

　４　受取手形割引高　　　　 1,169百万円

受取手形裏書譲渡高　　　  50百万円

　４　受取手形割引高　　 　　1,464百万円

受取手形裏書譲渡高　　　  －百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 0百万円

土地 3百万円

その他 28百万円

建物及び構築物 7百万円 

土地 17百万円 

その他 0百万円 

建物及び構築物 0百万円

土地 3百万円

その他 10百万円

※２　固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。

※２　固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。

※２　固定資産処分損の内訳は次のとおりで

あります。

固定資産売却損 877百万円

（内訳）  

建物及び構築物 (7百万円)

土地 (861百万円)

その他 (8百万円)

固定資産除却損 622百万円

建物及び構築物   149百万円

その他 20百万円

建物及び構築物 1,104百万円

土地 7,028百万円

その他 856百万円

  　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 58,016百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金及び
担保に供している定
期預金

△11,971百万円

現金及び現金同等物 46,044百万円

現金及び預金勘定  74,391百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金及び
担保に供している定
期預金

     △871百万円

現金及び現金同等物     73,519百万円

現金及び預金勘定 57,341百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金及び
担保に供している定
期預金

△1,404百万円

現金及び現金同等物 55,937百万円
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①　リース取引

項目
前中間連結会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

所有権移転外ファイナン

ス・リース取引（借手

側）

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

建物及
び構築
物

5,848 3,881 1,967

（有形
固定資
産）
その他

4,995 2,861 2,134

（無形
固定資
産）
その他

640 359 280

合計 11,485 7,102 4,382

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

建物及
び構築
物

5,501 2,819 2,682

（有形
固定資
産）
その他

3,426 1,941 1,484

（無形
固定資
産）
その他

433 275 157

合計 9,361 5,036 4,324

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

建物及
び構築
物

5,612 4,020 1,592

（有形
固定資
産）
その他

3,940 2,364 1,576

（無形
固定資
産）
その他

783 548 234

合計 10,336 6,933 3,403

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

 １年内 2,174百万円

１年超 2,390百万円

合計 4,564百万円

１年内     1,751百万円

１年超      2,687百万円

合計      4,439百万円

１年内 1,649百万円

１年超 1,825百万円

合計 3,475百万円

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

 支払リース料 1,424百万円

減価償却費相当額 1,336百万円

支払利息相当額 67百万円

支払リース料  1,065百万円

減価償却費相当額 1,004百万円

支払利息相当額   54百万円

支払リース料 2,609百万円

減価償却費相当額 2,470百万円

支払利息相当額 115百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、主

として残存価額を零とする定額法

によっております。

 ５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

  

 

 

 

 

 

オペレーティング・リー

ス取引（借手側）

未経過リース料

１年内 1,853百万円

１年超 9,980百万円

合計 11,833百万円

未経過リース料

１年内      581百万円

１年超      4,368百万円

合計      4,949百万円

未経過リース料

１年内 629百万円

１年超 2,909百万円

合計 3,539百万円
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②　有価証券

有価証券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度末
（平成17年３月31日）

中間連結

貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

中間連結

貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

連結

貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

(1）国債・地方債等 34 34 0 ― ― ― 29 29 0

(2）社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3）その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 34 34 0 ― ― ― 29 29 0

２．その他有価証券で時価のあるもの

 

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度末
（平成17年３月31日）

取得原価

（百万円）

中間連結

貸借対照表

計上額

（百万円）

差額

（百万円）

取得原価

（百万円）

中間連結

貸借対照表

計上額

（百万円）

差額

（百万円）

取得原価

（百万円）

連結

貸借対照表

計上額

（百万円）

差額

（百万円）

(1）株式 3,961 7,999 4,037 1,750 4,469 2,718 2,670 5,789 3,118

(2）債権          

　　国債・地方債等 2,901 2,902 1 129 129 △0 478 478 0

　　社債 40 39 △0 ― ― ― 40 39 △0

　　その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3）その他 184 164 △19 80 94 14 184 174 △10

合計 7,087 11,106 4,018 1,960 4,692 2,732 3,374 6,482 3,108

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 

前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

前連結会計年度末
（平成17年３月31日）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

その他有価証券    

非上場株式 609 436 494
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③　デリバティブ取引

（前中間連結会計期間）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 オプション取引 3,100 － －

　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

（当中間連結会計期間）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 オプション取引 － － －

　（注）当期連結中間会計期間にデリバティブ取引は終了しております。

（前連結会計年度）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金利 オプション取引 2,328 0 △14

　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

④　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日　至平成16年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める住宅関連事業の割合が90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める住宅関連事業の割合が90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める住宅関連事業の割合が90％超であるため、

事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦の売上高の金額が、全セグメ

ントの売上高の合計に占める割合の90％超であるため、記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未

満のため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 △581円22銭

１株当たり中間純損失 81円37銭

　潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり中間純損失で

ため、記載しておりません。

１株当たり純資産額  △755円27銭

１株当たり中間純利益 4,255円54銭

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益 2,284円77銭

　当社は、平成17年５月27日付けで普

通株式について10株を１株に併合して

おります。

　なお、当該株式併合が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産

額 △5,812円16銭

　

１株当たり純資産

額 △15,514円25銭

　

１株当たり中間純

損失　 813円71銭

１株当たり当期純

損失 9,973円08銭

 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり中間（当期）純損失

であるため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 △1,551円42銭

１株当たり当期純損失 997円31銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

　　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

純損失金額

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（百万円）
△16,400 119,575 △203,332

普通株主に帰属しない金額（百万円） 544 ― 1,089

（うち利益処分による役員賞与） (―） (―） (―）

（うち優先株式配当金） (544） (―） (1,089）

普通株式に係る中間（当期）純利益又は

純損失（△）（百万円）
△16,944 119,575 △204,422

期中平均株式数（千株） 208,243 28,098 204,973

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ―

普通株式増加数（千株） ― 24,237 ―

（うち普通株式転換予約権付利益配当優

先株式）
（―） (24,237) (―）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

 Ｂ種優先株式の転換予

約権（653,584千株）

  　　 ───── Ｂ種優先株式の転換予約

権（653,584千株）
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日　至平成16年９月30日）

　該当事項ありません。

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日　至平成17年９月30日）

　該当事項ありません。

前連結会計年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）

１．平成17年４月21日開催の臨時株主総会において、以下の事項が承認され、実施いたしました。

(1)資本減少および資本減少に伴う優先株式の無償消却

①目的

　欠損金の一部の補填に備えるため、資本の減少を行いました。また、将来の優先配当負担の軽減及び潜在

株式数の減少を目的として、資本減少に伴い各種優先株式の無償消却を行いました。

②減資の要領

・資本減少の内容

　資本の額45,249百万円のうち44,749百万円減少し、減少後の資本の額は500百万円といたしました。なお払

い戻しを行わない無償の減資であります。

・資本減少に伴う優先株式の無償消却の内容

Ａ種優先株式の発行済株式の全部　　　　58,333千株

第一回Ｂ種優先株式の発行済株式の全部　41,666千株

第二回Ｂ種優先株式の発行済株式の全部　41,666千株

第三回Ｂ種優先株式の発行済株式のうち　38,332千株

・資本減少の効力発生日　　　平成17年６月１日

(2)普通株式併合および１単元の株式数の変更

①目的

　当社事業再生計画の実行にあたり、将来の普通株式の発行済株式数の適正化を目的として普通株式10株を

１株に併合しましたが、普通株主様の権利に株式併合による変動が生じないよう、株式併合の効力発生と同

時に、当社の１単元の株式の数を、普通株式について1,000株から100株に変更しました。　

②株式併合の方法

　普通株式の発行済株式総数258,259,146株について10株を１株に併合することにより、株式併合後の普通株

式の発行済株式総数は、25,825,914株となりました。

　なお、併合の結果１株に満たない端株を生じた場合には、一括して売却または買受し、その代金を端数の

生じた株主に端数に応じて分配します。

・普通株式併合効力発生日及び１単元の株式数変更日

　平成17年５月27日

　当該株式併合が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度

 １株当たり純資産額　　　　　　　△5,181円85銭  １株当たり純資産額　　　　　　 △15,514円25銭

 １株当たり当期純損失　　　　　　　6,931円61銭  １株当たり当期純損失　　　　　　　9,973円08銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため、記載しておりません。
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(3)第三者割当増資（普通株式発行）

①目的

  自己資本の増強により事業再生計画達成の蓋然性を高め信用力の向上、事業競争力の強化をはかるため、

トヨタ自動車株式会社他２社と資本提携を行い、第三者割当増資を実施いたしました。

②概要

株式の種類　　　  ミサワホームホールディングス株式会社 普通株式

発行株式数　　　  12,913千株

発行価額　　　　　１株につき2,000円

発行価額の総額　　25,826百万円

資本組入額　　　　１株につき1,000円

払込期日　　　　　平成17年６月24日

配当起算日　　　　平成17年４月１日

新株公付日　　　　平成17年６月24日

割当先及び株式数

トヨタ自動車株式会社　　　　　　　5,191千株

ＮＰＦ－ＭＧ投資事業有限責任組合　5,593千株

あいおい損害保険株式会社　　　　　2,128千株

③増資資金の使途

　グループ各社の運転資金等に充当いたします。

２．平成17年３月31日開催の取締役会において、以下の事項を決議し、実施いたしました。

第三者割当増資（優先株式発行）

①目的

　平成16年12月28日株式会社産業再生機構により支援決定を受けた事業再生計画に基づき、財務体質の抜本

的改善を図る一環として実施いたしました。

②概要

株式の種類　　　 ミサワホームホールディングス株式会社 第一回Ｃ種優先株式

発行株式数　　　 3,333千株

発行価額         １株につき6,000円

発行価額の総額　 19,999百万円

資本組入額　　　 １株につき3,000円

資本組入額の総額 9,999百万円

払込期日　　　　 平成17年６月10日

配当起算日　　　 平成17年６月10日

発行方法 　　　  株式会社ユーエフジェイ銀行に全株割り当てる方法により発行する。

③増資資金の使途

　当社が平成17年３月30日付で債務引受を実施したミサワホーム株式会社の株式会社ユーエフジェイ銀行に

対する借入債務につき、債務の株式化により現物出資として給付を受けるものです。

３．当社は、株式会社産業再生機構及び株式会社ユーエフジェイ銀行をはじめ関係金融機関との間で、平成17年

６月10日付けで「債権者間の基本協定書」を締結しました。この協定書に基づき、当社子会社のミサワホーム

株式会社が債務免除を受けました。

(1)当該子会社の名称等

商　号：ミサワホーム株式会社

所在地：東京都杉並区高井戸東二丁目４番５号

代表者：佐藤 春夫

(2)対象借入先

株式会社ユーエフジェイ銀行

株式会社産業再生機構　　　　他

(3)免除を受ける債務の内容および金額

借入金　113,326百万円

　これにより、翌連結会計年度の連結損益計算書において、債務免除益113,326百万円を特別利益に計上する

予定であります。

－ 連結 32 －



５．受注の状況

住宅事業の受注状況

 （単位：百万円）

区分

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

金額 前年同期比
（％）

金額 前年同期比
（％）

金額 前年同期比
（％）

受注高 193,539 △12.3 196,430 1.4 372,727 △2.6

受注残高 136,780 △19.3 142,170 3.9 130,249 △3.6

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

－ 連結 33 －



■ 連結業績推移
（単位：百万円）

売　上　高 営業利益 経常利益 当期利益
（前年度増減率） （前年度増減率） （前年度増減率） （前年度増減率）

平成１６年３月期中間 187,986 13,521 8,220 1,574
(11.5%減) (12.6%減) (26.2%減) (2.6%減)

平成１６年３月期 403,495 30,688 20,692 △128,766
(2.3%減) (2.6%減) (13.0%減) (  ―  )

平成１７年３月期中間 199,785 13,403 9,223 △16,400
(6.3%増) (0.9%減) (12.2%増) (  ―  )

平成１７年３月期 390,044 18,908 11,511 △203,332
(3.3%減) (38.4%減) (44.4%減) (  ―  )

平成１８年３月期中間 186,267 8,953 6,732 119,575
(6.8%減) (33.2%減) (27.0%減) (  ―  )

平成１８年３月期予想 387,000 19,700 15,300 125,500
(0.8%減) (4.2%増) (32.9%増) (  ―  )

参考資料



■ 連結業績推移 （補足）

Ⅰ．売上高 ・受注高 ・受注残高

Ⅱ．営業利益 ・営業利益率

Ⅲ．経常利益 ・経常利益率
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■ 受注戸数概要
（ディーラー段階での受注・グループ全体）

(単位:戸,%)

平成１６年度上期実績（新基準） 平成１７度上期実績 平成１７年度見込

受注戸数 前年度比 受注戸数 前年度比 受注戸数 前年度比

戸建 6,681戸 － 6,368戸 △4.7% 13,200戸 2.6%

アパート 1,948戸 － 2,192戸 12.5% 4,000戸 8.7%

特建 473戸 － 592戸 25.2% 1,200戸 21.8%

9,102戸 － 9,152戸 0.5% 18,400戸 5.0%

＊平成17年度より、アパートの戸数及び建売分譲カウント方法の改定により、受注基準を変更しております。

　 平成16年度の実績についても、新基準に変更したものを掲載しております。

■請負単価・面積実績推移表
（ディーラー段階での受注・グループ全体）

（単位：千円,㎡）

Ｈ16年上期 前年度比 Ｈ17年上期 前年度比

戸建
25,322 2.0% 25,808 1.9%

アパート
32,596 10.5% 31,547 △3.2%

戸建
130.4 △0.1% 129.9 △0.4%

アパート
44.0 11.6% 43.5 △1.3%

合　計

請
負
面
積

請
負
単
価
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